
No 支援内容 6年度目標 実績 目的 手段、活用方法、項目 評価

Ⅰ．経営発達支援事業の内容

1 地域経済動向分析 公表　1回 地域経済動向分析 未実施 国ビックデータ RESAS等を活用・分析しホームページで広く周知 D

2 地域小規模事業者景気動向分析 公表　4回 小規模企業景気動向調査 公表　1回 全国連が行う景気動向調査等を活用・分析しホームページに掲載 D

3 求評会　6者 求評会　4者 バイヤーや消費者を招聘し求評会を実施、商品への意見をフィードバックし改良に繋げる C

4 バイヤー試食･アンケート調査　6者 バイヤー試食･アンケート調査　4者
商談会でバイヤー等に対し見た目・味・量・価格などについてアンケートを実施
事業者にフィードバックする

C

5 新商品開発アンケート調査　6者 新商品開発アンケート調査　4者
販売会等で消費者に対し新商品の見た目・味・量・価格などについてアンケートを実施
事業者にフィードバックする

C

6 経営分析セミナー　1回 経営分析セミナー　未実施 経営分析セミナーを実施、自らが経営課題を把握することの重要性を認識してもらう D

7 経営分析　80者 経営分析　13者
経産省のローカルベンチマーク等を活用し財務分析やSWOT分析（強み弱み）を行い
今後の事業計画策定に繋げる

D

8 DX推進セミナー　1回 「インスタグラム集客」セミナー　1回 DX推進セミナーを実施、デジタル化に課題を抱える事業者の競争力の維持･強化を図る A

9 事業計画策定支援セミナー　1回 「事業計画策定」セミナー　1回 事業計画策定セミナーを実施し、計画策定の意義や重要性を伝え策定に繋げる A

10 事業計画　20者 事業計画　28者
経営課題を把握し、成り行き経営から計画に基づいた経営を行うため、対話と傾聴による策
定支援を実施する　計画書には補助金や融資申込時の計画書を含む

A

11 創業塾　1回 オンデマンド創業塾　1回 (通年）
創業塾を実施、市内での創業予定者や創業後5年未満の事業者に対し経営の基本から事業
計画書作成、資金調達や諸手続きについて学んでもらう

A

12 創業計画　20者 創業計画　19者 創業塾受講者等に対し日本政策金融公庫の創業計画書の策定支援を実施 B

13 事業承継計画　4者 事業承継計画　1者
承継者、被承継者に対し事業承継引継ぎ支援センターや専門家と連携し計画書の策定支援
を実施する

D

14
事業計画フォローアップ　20者

頻度　延べ80回

事業計画フォローアップ　20者
頻度　延べ68回

計画が着実に実施されているか、進捗や達成状況を巡回、窓口相談で定期的に把握する
目標と差異がある場合に追加支援の検討

A

15
創業計画フォローアップ　20者

頻度　延べ80回
創業計画フォローアップ　6者

頻度　延べ10回
同上 C

16
事業承継計画フォローアップ　4者

頻度　延べ8回
事業承継計画フォローアップ　1者

頻度　延べ1回
同上 D

17
№10､12､13のうち、

利益率3％以上増加　5者

№11､12､13のうち、
利益率3％以上増加　6者

財務諸表等の確認 A

18
DOCORE商工会ショップ出展　４者

売上増加率/者　5％
DOCORE商工会ショップ出展　3者

売上増加率/者　-％
DOCOREへの出展で福岡都市圏消費者へのテストマーケティングと認知度向上を支援 C

19
九州内商談会参加　5者

成約件数/者　1件
九州内商談会参加　なし

成約件数/者　-件
FOOD STYLE Kyushu等への出展支援　バイヤーとの商談の場の提供とバイヤーや参加
者からのアドバイスや意見をもとに商品ブラッシュアップに繋げる

D

20
全国商談会参加　2者

成約件数/者　2件
全国商談会参加　なし

成約件数/者　-件
スーパーマーケットトレードショー等への出展支援　バイヤーとの商談の場の提供とバイヤー
や参加者からのアドバイスや意見をもとに商品ブラッシュアップに繋げる

D

21
DX推進事業者　8者
売上増加率/者　5％

DX推進事業者　39者
売上増加率/者　-％

域外需要の取り込みを目指す事業者やDXセミナー受講者に対し、ECサイトやネット販売ア
プリ等の構築支援やSNSの活用を支援する

A

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑実施に向けた支援力向上の取組

22 事業評価及び見直し 評価委員会　年1回 評価委員会　年1回 事業の評価及び見直しを行う 委員を選定、年に1回 事業評価を行う

23 経営指導員等の資質向上

外部講習会への参加　年3回
支援先データベース化

定期職員ミーティング　月1回
OJT　随時

外部講習会への参加　年10回
支援先データベース化　実施(イントラにて）

定期職員ミーティング　月1回
OJT　随時　実施

日々の経営支援に役立て、資質向上を図る 研修等により個々の資質に応じた知識や情報を学び取り、経営支援に役立てる A

評価指標　　　　　 A：目標を達成することができた。（100%以上）

Ｂ：目標を概ね達成することができた。（80%～99%）

Ｃ：目標を半分程度しか達成することができなかった。（30%～79%）　

Ｄ：目標をほとんど達成することができなかった。（30%未満）

令和6年度 筑紫野市商工会 経営発達支援計画 実施評価表　【評価者：A】

需要開拓に寄与する事業
地域資源等を活用した商品の開発・改善を支
援し、販路拡大を支援する

経営状況分析
経営状況を分析、アドバイスを行い課題の把
握と事業計画に繋げる

事業計画策定支援
事業プランの見える化、適正な目標設定を
行い、事業の持続的発展の礎を築く

地域経済動向調査

需要動向調査

域内の調査分析を行い計画策定に活用する

商品の需要を把握し事業計画策定に繋げる

実施支援
（フォローアップ）

計画した事業の進捗確認や進んでいない場合
の検証と課題解決を支援し、利益向上に繋げ
る


